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　・　本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。
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　　単位で区分し、所管の特別会計を合算し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するな
　　どの一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているもので
　　はない点にご留意下さい。
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　　の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。
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　法務省は、日常生活における基本的なルール（基本法制）を定めるとともに、そのルールがきちんと守られるような司法の基本的な仕組みや、検察・矯正・更生保護

という、犯罪を犯した人を処罰するとともにその社会復帰を援助するための制度、登記・公証のような権利の実現を助ける制度の運営に携わっている。

　また、人権が尊重されるよう努めたり、外国人の出入国が適切に行われるよう取りはからうことも、法務省の仕事である。

（参考）　法務省設置法第３条

法務省は、基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国民の権利擁護、国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国の公正

な管理を図ることを任務とする。

公安審査委員会（４人）

検察庁（１１，４８３人）

1

公安調査庁（１，４９８人）

法務局（１１，６２２人）
(特別会計を含む)

法務本省（８２２人）
(特別職・特別会計を含む)

更生保護官署（１，３９９人） 矯正官署（２１，５６６人）
(矯正研修所を含む)

地方入国管理官署（２，８４１人）

法務総合研究所（８８人）

※　（　　）内の数字は、平成１７年度末における予算定員である。
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３　法務省における会計間の財政資金の流れ、法務省主（所）管一般会計及び登記特別会計の歳入歳出決算の概要等

歳　　入 歳　　出 歳　　入 歳　　出

日本郵政公社から
の登記印紙に係る
受入金

人件費、登記情報
システム関係経費
等

人件費
【384,302百万円】 → 登記印紙収入 事務取扱費（注１） →

法
務
省
所
管
一
般
会
計

　【91,257百万円】

登
記
特
別
会
計

　【164,220百万円】

市町村に対する外国人登
録事務委託費等外国人登録事務処理経費 →

　【4,799百万円】
登記情報提供業務
を行う指定法人か
らの納付手数料等検察活動に要した経費

→ 登記情報提供等手数料収入

公務員宿舎，国有
土地・建物等を有
償使用させて得た
収入

検察事務処理経費 → 　【12,575百万円】

新営、改修等の工
事請負費等

　【5,299百万円】
→ 国有財産利用収入 施設整備費 →

　【734百万円】 刑務所，少年院，少年鑑別
所における収容，作業等に
要した経費 一般会計からの繰

入金

　【5,857百万円】
矯正施設収容等経費 →

　【52,497百万円】 → 一般会計より受入
　【71,156百万円】

保護観察に付された者等
の補導援護等に要した経
費

補導援護経費 →
　【7,817百万円】

国有建物の一部を
有償使用させて得
た収入等

国債整理基金特別
会計へ繰入れる一
時借入金の利子

－
－

出入国審査・難民認定・在
留資格審査・退去強制等
に要した経費

→ 雑収入 国債整理基金特別会計 →
出入国管理等経費 → 　【221百万円】 へ繰入
　【9,870百万円】 　【0百万円】

暴力主義的破壊活動を行
う団体等の調査に要した経
費罰金，科料，過料

及び刑務所作業収
入等

暴力主義的団体等調査経費 →
【2,632百万円】 前年度剰余金受入

→ 諸収入 　【21,925百万円】
　【107,873百万円】 施設費

新営，改修等の工事請負
費等　【71,036百万円】 →

歳入計　　197,137百万円 ① 歳出計　　170,078百万円 ②

登記特別会計へ繰入
登記特別会計への繰入金　【71,156百万円】 → 歳計剰余金（①－②）　 　 27,059百万円

（注２）

その他 その他
　【0百万円】 　【62,820百万円】

（注１）　事務取扱費は次の３経費に分類される。
　　　　　・　登記所等管理に必要な経費　　　　　登記所等の一般管理運営経費
　　　　　・　登記情報管理事務に必要な経費　　登記情報の管理に関する事務経費　

歳入計　　108,608百万円 歳出計　　672,233百万円 　　　　　・　登記の審査等事務に必要な経費　　登記の審査等及び登録免許税の納付の確認等に関する事務経費

（注２）　 、 　歳計剰余金（登記特別会計法第７条の繰越）のうち
　　　　　翌年度への繰越額（財政法第１４条の３及び第４２条の繰越）は         730百万円
　　　　　であり、これを歳計剰余金から控除すると　　　　　　　　  　　　 　 　　26,328百万円
　　　　　である。



４　登記特別会計の設置目的 ６　登記特別会計が経理している業務概要
登記特別会計は、増加する登記事件に対する登記事務処理の憂慮すべき状況にかんがみ、早急に 登記特別会計は、登記に関する事務その他の登記所に係る事務の適正かつ円滑な遂行に資する

　コンピュータの導入を図るなど登記事務処理体制の抜本的な改革を行い事務処理の円滑化と適正化 　とともに、その経理を明確にするため、一般会計と区分して経理するものであり、主な業務としては、
　を図る必要があるところ、これに要する経費は登記制度の利用者が負担する登記関係手数料で賄うこ 　登記情報の管理及び公開に関する事務（登記情報管理事務）、登記情報の判断・形成に関する事務
　ととし、登記関係手数料は登記関係事務に充てられることを明確にするために創設されたものである。 　（登記等審査事務）等がある。

（参考）　登記特別会計法（昭和６０年６月７日法律第５４号） 登記情報管理事務は、登記簿冊の管理、コンピュータシステムの管理・改善、謄抄本・閲覧等の事
（設置） 　務であり、登記等審査事務は、登記申請の審査・調査、地図の作製・整備、表示登記、登録免許税
第１条　登記に関する事務その他の登記所に係る事務の遂行に資するとともに、その 　徴収等の事務である。

経理を明確にするため、特別会計を設置し、一般会計と区分して経理する。
７　他勘定、他会計、特殊法人等及び公益法人との間の業務等の関係及び資金の流れ

５　登記特別会計の特質 登記特別会計は、登記情報の管理及び公開に関する事務（登記情報管理事務）に要する経費につ
登記事務は、観念的には、一般財源で賄われる登記等審査事務と、登記関係手数料で賄われる登記 　いては謄抄本及び閲覧等の手数料によって賄い、登記情報の判断・形成に関する事務（登記等審査

　情報管理事務とに分かれるが、下図のとおり両事務は密接不可分の関係にあることから、登記特別会 　事務）に要する経費については一般会計からの繰入れによって賄うという基本に立っている（５の概
　計では、一体として整理されている。 　略図参照）。

（概略図）

 登録免許税  手　数　料
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（ 登 記 等 審 査 事 務 ） （ 登 記 情 報 管 理 事 務 ）

－
－
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貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
(平成17年3月31日) (平成18年3月31日) (平成17年3月31日) (平成18年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞
現金・預金 532,246 487,084 未払金 209 218
たな卸資産 136 137 保管金等 510,320 460,025
未収金 1,546 1,552 賞与引当金 29,020 29,079
前払費用 45 41 退職給付引当金 745,241 733,546
その他の債権等 特別会計繰戻未済金 17,856 －
　　特定国有財産整備特別会計への前渡不動産 707 1,098 その他の債務等
貸倒引当金 △ 3 △ 18 　　特定国有財産整備特別会計への未渡不動産 7,666 8,680
有形固定資産 1,718,210 1,547,302
　国有財産 1,700,001 1,529,434
　　土地 1,141,748 927,670
　　立木竹 2,741 2,758
　　建物 392,650 386,811
　　工作物 155,923 167,717
　　船舶 234 219
　　建設仮勘定 6,703 44,257 負債合計 1,310,315 1,231,549
　物品 18,208 17,868 ＜資産・負債差額の部＞
無形固定資産 8,740 13,020

資産・負債差額 951,315 818,671

資産合計 2,261,630 2,050,220 負債及び資産・負債差額合計 2,261,630 2,050,220

－4－



業　務　費　用　計　算　書

（単位：百万円）

　　前会計年度 　　本会計年度
　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

人件費 403,065 395,706
賞与引当金繰入額 28,610 28,435
退職給付引当金繰入額 42,295 49,018
外国人登録業務費 242 239
検察業務費 5,247 5,299
矯正施設収容等業務費 50,111 52,497
補導援護業務費 4,480 4,664
出入国管理等業務費 9,838 9,870
暴力主義的団体等調査業務費 2,570 2,632
補助金等 4,305 4,811
委託費 9,928 9,976
一般会計への繰入 3 3
庁費等 104,435 104,343
その他の経費 8,206 7,158
減価償却費 45,522 43,451
供託金利子 147 224
支払利息 0 －
貸倒引当金繰入額 13 54
貸倒損失 － 4
資産処分損益 9,951 11,025

　本年度業務費用合計 728,976 729,419

－5－



資　産　・　負　債　差　額　増　減　計　算　書

（単位：百万円）

　　前会計年度 　　本会計年度
　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 953,108 951,315

Ⅱ 本年度業務費用合計 △ 728,976 △ 729,419

Ⅲ 財源 736,980 776,607
主管の財源 111,962 108,649
配賦財源 524,027 563,625
自己収入 100,989 104,332

Ⅳ 無償所管換等 32,324 △ 2,027

Ⅴ 資産評価差額 － △ 207,762

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 △ 42,120 29,958

Ⅶ 本年度末資産・負債差額 951,315 818,671

－6－



区　分　別　収　支　計　算　書

（単位：百万円）
　　前会計年度 　　本会計年度

　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

Ⅰ　業務収支
１ 財源

主管の収納済歳入額 111,932 108,608
配賦財源 524,027 563,625
自己収入 100,989 104,055
前年度剰余金受入 18,360 21,925

財源合計 755,309 798,215

２ 業務支出
（１）　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 473,909 △ 475,536
外国人登録業務費 △ 242 △ 239
検察業務費 △ 5,247 △ 5,299
矯正施設収容等業務費 △ 50,111 △ 52,497
補導援護業務費 △ 4,480 △ 4,664
出入国管理等業務費 △ 9,838 △ 9,870
暴力主義的団体等調査業務費 △ 2,570 △ 2,632
補助金等 △ 4,305 △ 4,811
委託費 △ 9,928 △ 9,976
産業投資特別会計社会資本整備勘定への繰入 △ 169 △ 17,856
一般会計への繰入 △ 3 △ 3
庁費等の支出 △ 104,426 △ 104,327
その他の支出 △ 8,114 △ 7,056
供託金利子 △ 256 △ 224

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 673,604 △ 694,998

（２）　施設整備支出
土地に係る支出 △ 1,763 △ 3,386
建物等に係る支出 △ 58,015 △ 72,771

施設整備支出合計 △ 59,778 △ 76,157

業務支出合計 △ 733,383 △ 771,155

業務収支 21,926 27,059

Ⅱ　財務収支
利息の支払額 0 －

財務収支 0 －

本年度収支 21,925 27,059

翌年度歳入繰入 21,925 27,059

　その他歳計外現金・預金本年度末残高 510,320 460,025

本年度末現金・預金残高 532,246 487,084
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注　記

第１　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　取得原価により計上している。

２　有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

ア　国有財産

　償却資産については、価格改定に適用される減価償却の方法である定率法によっ

ている。

イ　物品

　「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定め

る耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の10％とした定額法によっている。

（２）　無形固定資産

ソフトウエア

　当該ソフトウエアの取得に要した費用（５年間の開発費等の累計）を資産価格とした

定額法によっている。

３　引当金の計上基準及び算定方法

（１）　貸倒引当金

　貸倒引当金として計上している主な債権は、損害賠償金債権であり、債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、過去３年間の債権の不納欠損実績に基づいて回収不能見込額

を計上している。

（２）　賞与引当金

　賞与引当金としては、職員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当該年度に

帰属する額を下記の計算方法により計上している。

　期末手当　：　翌年度期末手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

　勤勉手当　：　翌年度勤勉手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

（３）　退職手当に係る退職給付引当金

　退職手当に係る退職給付引当金としては、職員の退職手当の支払に備えるため、勤

続年数別の職員数に各平均給与及び勤続年数に基づく支給率（自己都合退職の支給

率）を乗じて算出し計上している。

（４）　整理資源に係る退職給付引当金

　国家公務員共済年金のうち整理資源に係る引当金としては、将来給付見込額の割引

現在価値を計上している。

（５）　国家公務員災害補償年金に係る引当金

　遺族補償年金に係る引当金としては、遺族補償年金の支払に備えるため、支給率×平

均給与×割引率を乗じて算出し計上している。

４　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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第２　偶発債務等

　偶発債務（係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの）

　別紙のとおり　：　73,163百万円

第３　翌年度以降支出予定額

１　歳出予算の繰越　 ： 35,700百万円

２　国庫債務負担行為： 76,828百万円

第４　追加情報

１　合算する特別会計

　省庁別財務書類においては、登記特別会計を合算している。

２　出納整理期間

　予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設けられており、出納整理

期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている。

３　各財務書類における表示科目の説明

（１）　貸借対照表
　　ア　現金・預金

　　 供託金等の歳入歳出外の現金預金を計上している。
　　イ　たな卸資産

　 　重油等及び刑務作業品で払い出しが行われていないもの等を計上している。
　　ウ　未収金

　　 債権管理簿上管理されている利息債権、返納金債権及び損害賠償金債権等を計上
している。

　　エ　前払費用
　　 自賠責保険の前払保険料を計上している。

　　オ　その他の債権等
　　 特定国有財産整備特別会計への前渡不動産を計上している。

　　カ　貸倒引当金
　　 未収金債権に対して、過去３年間の実績に基づいて貸倒見積高を算定して計上して

いる。
キ　有形固定資産
　（ア）　国有財産

　　　土地及び立木竹の非償却資産については、国有財産台帳価格で計上している。
　　平成１７年度に国有財産価格改定を実施したため，建物、工作物及び船舶の償却
　　資産については、減価償却実施後，価格改定後の価格へ評価換を実施している。
　　減価償却は定率法により、国有財産台帳から当該減価償却費相当額を控除した
　　後の価額を計上している。

　（イ）　建設仮勘定
　　　建設中の固定資産に係る支出（人件費や旅費など国有財産台帳等に計上され
　　ないことが明らかな支出は除く。）を計上している。

　（ウ）　物品
　　　取得価格が50万円以上の価格管理されている重要物品を計上している。

　　ク　無形固定資産
　　 国有財産として管理されている地上権、電話加入権及びソフトウェアを計上している。

　　ケ　未払金
　　 児童手当の未払分、消費税の未払分、公務災害補償費の未払分及び供託金利子の

未払分を計上している。
　　コ　保管金等

　　 供託金として資産計上されている現金・預金の見合いの額を計上している。
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　　サ　賞与引当金
　　 期末手当・勤勉手当について、会計年度末までの期間に対する部分を計上している。

　　シ　退職給付引当金
　　 退職手当に係る退職給付引当金、整理資源に係る引当金及び国家公務員災害補償

年金に係る引当金を計上している。
　　ス　他会計繰戻未済金

　　 他会計からの繰入金で、繰入金に相当する金額を繰り戻すことが法令で規定されて
いるものに係る繰戻未済額を計上している。

セ　その他の債務等
　　 特定国有財産整備特別会計等への未渡不動産を計上している。

（２）　業務費用計算書
ア　人件費
　　 職員基本給、職員諸手当及び国家公務員共済組合負担金等を計上している。
イ　賞与引当金繰入額
　　 ６月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属する部分を

計上している。
ウ　退職給付引当金繰入額
　　 退職給付引当金の繰入額を計上している。

　　エ　外国人登録業務費
　 　外国人登録業務遂行に必要な経費を計上している。

　　オ　検察業務費
　　 各検察庁において直接検察活動を行うために要した経費を計上している。

　　カ　矯正施設収容等業務費
　　 刑務所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院に収容された者の衣食、医療、作業等
  に要した経費を計上している。

　　キ　補導援護業務費
　　 犯罪者予防更生法、執行猶予者保護観察法及び売春防止法に基づき、保護観察に
　 付された者等を更生させるため、直接指導監督し、加えて補導するとともに医療の援
　 助、宿泊所の供与及び帰住の援助等を行うために要した経費を計上している。

　　ク　出入国管理等業務費
　　 出入国管理及び難民認定法に基づき、出入国者の審査・難民の認定を行うとともに
　 在留外国人の在留資格審査、被退去強制者の護送、収容、送還等を行うために要し
　 た経費を計上している。

　　ケ　暴力主義的団体等調査業務費
　　 破壊活動防止法及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づき
  暴力主義的破壊活動を行う団体等の調査に要した経費を計上している。

　　コ　補助金等
　　 補助費・委託費のうち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１
  項で規定する補助金等に該当するものの支出済歳出額を計上している。

　　サ　委託費
　　 補助費・委託費のうち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１
  項で規定する補助金等に該当しないものの支出済歳出額を計上している。

　　シ　一般会計への繰入
　　 「退職職員に支給する退職手当支給の財源に充てるための特別会計からする一般会

計への繰入に関する法律」の規定に基づく一般会計への繰入金の支出済歳出額を計
上している。

　　ス　庁費等
　　 物件費及び施設費のうち、資産計上されないものの支出済歳出額に発生主義による調

整をした額を計上している。
　　セ　その他の経費

　　 旅費及びその他の経費の支出済歳出額を計上している。
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　　ソ　減価償却費
　 　有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

　　タ　供託金利子
　 　供託金利子の支出済歳出額を計上している。

　　チ　支払利息
　　 借入金の資金調達に関して発生した利息を計上している。

　　ツ　貸倒引当金繰入額
　　 債権等の貸倒に伴う費用及び損失のうち当該年度において負担する額を過去３か年
　 分の貸倒実績率に基づいて計算して計上している。

　　テ　資産処分損益
　　 物品、有形固定資産及び無形固定資産の売却、除却及び有償譲渡等の処分に伴い
　 生じた損益を計上している。

（３）　資産・負債差額増減計算書
　　ア　前年度末資産・負債差額

　　 前年度の貸借対照表の資産・負債差額の額を計上している。
　　イ　本年度業務費用合計

　　 業務費用計算書の本年度業務費用合計の額を計上している。
　　ウ　財源

　（ア）　主管の財源
　　　法務省の一般会計の主管歳入の徴収決定済額のうち当該年度に調査決定を
　　行った額を計上している。

　（イ）　配賦財源
　　　法務省の一般会計の歳出の支出済歳出額と主管の歳入の収納済歳入額との
　　差額を計上している。

　（ウ）　自己収入
　　　特別会計の歳入の徴収決定済額から、前年度剰余金受入等の特別会計の資
　　産・負債差額の増減を生じさせないものを除いた額を計上している。
　　　その内容は、日本郵政公社からの登記印紙に係る納付金、電気通信回線によ
　　る登記情報の提供等に係る手数料収入及び財政融資資金預託金に係る利子収
　　入である。

　（エ）　他会計からの受入
　　　一般会計からの受入を計上している。

エ　無償所管換等
　　 省庁間又は会計間で行われた無償所管換（所属替）のほか、省庁間での負債の移

管、資産の交換により生じた差額、帳簿の誤びゅう訂正により生じた資産の増減、実
測により生じた従来の国有財産台帳等の価額との差額、計上漏れの把握により生じ
た差額等を計上している。

オ　資産評価差額
　　国有財産台帳の台帳価格改定に伴う評価差額を計上している。
カ　その他資産・負債差額の増減
　　 資金の増減のうち歳入歳出外で増減するもの及び財務書類作成上生じた発生原因

が不明な差額等を計上している。
キ　本年度末資産・負債差額
　　 本年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。

（４）　区分別収支計算書
施設整備支出
 　 有形固定資産の計上に繋がる支出済歳出額を計上している。
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４　その他財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報

（１）　金額の単位は100万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しない

　　　ことがある。

　　　　100万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」

　　　で表示している。

（２）　前年度においては、無形固定資産計上額を8,741百万円として処理していたが、計数

　　に誤びゅうがあることが判明したことから、計上額を8,740百万円に訂正している。

　　　なお、この変更により、無形固定資産が1百万円減少している。
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（所管等）　法　務　省　【一般会計】 （単位：百万円）
事件番号 金額 概要（簡単な説明、今後の予定等） 他省庁名

前橋地裁平9年(ワ)第110号 166
脊椎カリエスに係る医療措置に過誤があるとして，損害賠償を請求したもの。
次回期日：平成１８年５月２４日

東京高裁平17年(ネ)第1165号 102
原告の息子が自殺したのは施設による投薬の変更が原因である等として損害賠償を請求した
もの。原審国側一部敗訴
次回期日：平成１８年４月１４日

名古屋地裁平16年(ワ)第3401号 233
革手錠の使用により死亡したなどとして損害賠償を請求したもの。
次回期日：平成１８年５月７日

仙台高裁昭63年（ネ）第537号 130 捜査・公訴提起等が違法であるとして損害賠償を請求するもの。

東京地裁平12年（ワ）第6569号 111 捜査・公訴提起等が違法であるとして損害賠償を請求するもの。 東京都

東京高裁平18年（ネ）第2482号 114 逮捕・勾留が違法であるとして損害賠償を請求するもの。 東京都

大阪地裁平16年（ワ）第9833号 45 公訴提起・公判遂行が違法であるとして損害賠償を請求するもの。

東京地裁平14年（ワ）第27907号 1,320 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平14年（ワ）第27908号 19,437 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平18年（ネ）第422号 140 元朝鮮人徴用工の遺族に対する慰謝料等 総務省等

京都地裁平15年（ワ）第2740号 2,970 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平15年（ワ）第4003号 759 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

広島地裁平15年（ワ）第1599号 1,683 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

徳島地裁平15年（ワ）第469号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平15年（ワ）第4004号 3,894 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

札幌地裁平15年（ワ）第2636号 2,640 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

高知地裁平15年（ワ）第435号 1,485 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

鹿児島地裁平15年（ワ）第705号 693 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪高裁平17年（ネ）第2458号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平15年（ワ）第13832号 2,607 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平15年（ワ）第21768号 10,593 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平16年（ワ）第149号 528 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

神戸地裁平16年（ワ）第835号 1,881 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平16年（ワ）第4585号 957 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

広島地裁平16年（ワ）第632号 264 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

札幌地裁平16年（ワ）第1121号 165 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

神戸地裁平16年（ワ）第1485号 198 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

京都地裁平16年（ワ）第2047号 594 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平16年（ワ）第611号 198 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平16年（ワ）第1796号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

長野地裁平16年（ワ）第165号 1,815 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平16年（ワ）第3636号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平17年（ワ）第78号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

さいたま地裁平17年（ワ）第796号 429 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ）第628号 165 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

山形地裁平17年（ワ）第154号 1,122 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平16年（ワ）第20946号 4,158 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平17年（ワ）第1845号 891 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平17年（ワ）第5884号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平17年（ワ）第1258号 1,452 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平17年（ワ)第1836号 1,287 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ)第843号 660 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ)第1606号 693 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京高裁平16年（行コ）第362号 80

第２次世界大戦中に朝鮮から強制労働・徴用され，当時の国策会社であった製鉄所に
おいて労働に従事させられ，同製鉄所に対して艦砲射撃により死亡した者の遺族ら
が，同会社が法務局に供託した未払賃金，遺族らに対する死亡弔慰金・遺族扶助料等
について，供託金の還付請求を供託官にしたところ，却下されたため，当該却下処分
は違法であるとして，被告国に対し，損害賠償を求めているもの。第一審勝訴。第二
審勝訴（上告）。

東京高裁平17年（ネ）第422号 140

第２次世界大戦中に朝鮮から強制労働・徴用され，当時の国策会社であった製鉄所に
おいて労働に従事させられ，その後供託された未払賃金を当該労働者の承継人とする
者らが，供託金の還付請求を供託官にしたところ，却下されたため，当該却下処分は
違法であり，精神的損害を被ったなどとして，被告国に対し，損害賠償を求めている

その他２４２件 2,458
合計 72,823

偶発債務（係争中の訴訟等）集計表（平成１７年度）

※　上記一覧表中、「地裁」は「地方裁判所」、「高裁」は「高等裁判所」、「最高裁」は「最高裁判所」、「昭」は「昭和」、「平」は「平成」の略である。
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（所管等）　法　務　省　【特別会計】 （単位：百万円）
事件番号 金額 概要（簡単な説明、今後の予定等） 他省庁名

大津地方裁判所
平成１５年（ワ）第５５１号

50

原告は，被告Ｙから土地を買い受け，訴外Ａに転売したが，当該
土地は虚偽の地積更正登記が行なわれた土地であったため，訴
外Ａから一部他人物売買の売主として瑕疵担保責任を追及され
るに至ったとして，国に対し，地積更正登記をするに当たり実地調
査等の義務を怠った登記官の過失があるとして，瑕疵担保責任
の追及を受けることによって生じる損害の賠償を求めるもの。

東京地方裁判所
平成１７年（ワ）第１６２１８号

146

原告は，静岡地方法務局管内の各支局・出張所の受付窓口にお
いて「土地宝典」地図が備えられ，第三者が自由に複写できる現
状は，原告らの「土地宝典」地図の著作権を侵害しているとして，
著作権侵害の排除と過去の著作権の侵害による損害賠償を求め
たもの。

神戸地方裁判所龍野支部
平成１６年（ワ）第２０号

65

原告は，本件土地建物（以下「本件不動産」という。）を相被告Ａ
から買い受け，所有権移転の登記を受けたが，実は，相被告が
本件土地等の真正な所有者である訴外Ａ’の商号と類似であるこ
とを奇貨として相被告名義に名義人表示変更の登記をした後，原
告に売り渡したものであることが判明し，訴外Ａ’から所有権移転
登記の抹消を求める訴訟（以下「別訴」という。）を提起され，本件
不動産の所有権を喪失した。そこで，国に対して，容易に本件不
動産が相被告会社の所有でないことを知り得たにもかかわらず，
登記官の違法行為によって，実体上権利を伴わない無効な登記
を生じさせたため，これを信じて無権利の登記名義人と取引を行
い，所有権を取得できないのに代金を支払うことになったとして，
売買代金等の賠償を求めるもの。

東京地方裁判所
平成１７年（ワ）第４３３号

43

原告らは，本件各土地を買い戻した上で原告らに売り渡すことを
求めるとともに，それに伴って生じた損害等の賠償を請求し（行政
庁：農水省関係），山林であるにもかかわらず，地目を畑として登
記した甲府地方法務局長らを公務員法違反により処罰することを
求めるもの。

農林水産省

福岡地方裁判所
平成１７年（ワ）第３２３１号

6

本件不動産について，遺言書を添付し相続を原因とする所有権
の移転の登記の申請がされたところ，当該遺言書は日付の記載
がなく無効なものであり，却下すべきであったにもかかわらず，登
記官がこれを見過して登記を実行したとして，それによって被った
損害の賠償を求めるもの。

大阪高等裁判所
平成１８年（ネ受）第３５８号

19

原告らは，本件土地に関して，現地において土地区画が３重に重
なり錯綜している状態であったため（本件に先立つ別訴において
明らかになった。）に様々な損害を被ったとして，その原因を作出
した国（不実の表示登記の受理，間違った現況調査に基づく不動
産競売）や不実の表示登記申請に関わった土地家屋調査士に対
し，原告らが被った損害の賠償を求めたもの。

大阪高等裁判所
平成１８年（ネ）第１０４５号

2

原告は，昭和５８年ころ，大阪法務局尾崎出張所において登記所
備え付けの公図に基づき，原告所有の土地と隣接土地との間に
里道は存在しない旨の説明を受けたにもかかわらず，平成１３年
ころに，上記両土地の間が里道（赤線）として公図に表示されたこ
とにより，原告は当該里道の払下げを受けることになったので，こ
の払下げ等に要した費用は，登記官の過失により生じたものであ
るとして，国に対して損害賠償請求を求めるとともに，原告所有の
土地と隣接土地との間には里道が存在するとして，公図の訂正を
求めるもの。

福岡高等裁判所
平成１８年（行コ）第１５号

1

土地家屋調査士である原告は，本件土地の所有者らから依頼を
受けた境界確認作業等について，隣接地所有者等との協議が
整ったことから地図の訂正の申出，地積の更正等の代理申請を
行ったところ，いずれも受理された。しかし，その後，原告の示した
境界に異議のある隣接土地の所有者が，別の土地家屋調査士に
同様の事件を依頼し，当該土地家屋調査士が代理申請した地図
の訂正の申出及び地積の更正の登記等が受理されたことから，
地図及び地積測量図上の里道の位置が，当初原告が代理申請
した際の位置と異なる結果となったことを不服とし，国に対し，地
図等の訂正を求めるとともに，名誉を毀損されたとして慰謝料相
当額の損害金を請求するもの。

東京高等裁判所
平成１８年（ネ）第２０４１号

2

（請求の趣旨等明らかでないが）原告は，昭和３５年１月１８日付
け売買により本件土地の所有権の登記名義を喪失しているが，
当該登記は違法であり，無効であるとして，原告名義の登記簿を
新規に作成した上で備え付けを求めるとともに，その損害賠償を
求めるもの。

那覇地方裁判所
平成１７年（ワ）第１１９１号

6

所有権移転登記の抹消を求める本件訴訟において告知人が敗
訴すれば，当該登記の申請を受理した登記官（国）に対して，告
知人が被った損害について損害賠償請求の訴を提起することが
できるとして，告知人が国に対して本件訴訟告知を行い，国が補
助参加人として参加したもの。

合計 340

偶発債務（係争中の訴訟等）集計表（平成１７年度）
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附属明細書
第１　貸借対照表の内容に関する明細

１　会計別の資産及び負債の明細
（単位：百万円）

＜資産の部＞
現金・預金
たな卸資産
未収金
前払費用
その他の債権等

貸倒引当金
有形固定資産
　国有財産
　　土地
　　立木竹
　　建物
　　工作物
　　船舶
　　建設仮勘定
　物品
無形固定資産
　国有財産
　　地上権等
　電話加入権
　ソフトウエア

＜負債の部＞
未払金
保管金等
賞与引当金
退職給付引当金

＜資産・負債差額の部＞
資産・負債差額

２　資産項目の明細

（１）　現金・預金の明細
（単位：百万円）

（２）　たな卸資産の明細
（単位：百万円）

種　　類

合　　計
日本銀行預託金
現金

本年度末残高
1,342

485,742

487,084

説明
供託金等
供託金等

855,048 △ 36,377 - 818,671

　　特定国有財産整備特別会計等への未渡不動産 8,680 - - 8,680

その他の債務等

- - - -

2,801 73 - 2,874

456,644

226,602 47,424 - 274,027

　退職手当に係る退職給付引当金 363,770 92,874 -

5,219 - 29,079

593,174 140,372 - 733,546

- 218

460,025 - - 460,025

1,493 10,604 - 12,098

574 347 - 922

0 - - 0

2,068 10,952 - 13,020

15,581 2,286 - 17,868

43,902 354 - 44,257

219 - - 219

148,223 19,493 - 167,717

341,738 45,072 - 386,811

2,506 252 - 2,758

924,961 2,708 - 927,670

1,461,552 67,881 - 1,529,434

1,477,134 70,168 - 1,547,302

1,098

△ 16 △ 1 - △ 18

　　特定国有財産整備特別会計への前渡不動産 1,098 - -

36 5 - 41

493 1,059 - 1,552

137 - - 137

460,025 27,059 - 487,084

一般会計 登記特別会計 相殺消去 合算合計

137

80

73 225 242 - 56

62 1,945 1,927 -

本年度末残高前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 強制評価減

2,171 2,170 -合　　計 136

種　　類
重油等
刑務作業品

1,231,549

1,940,976 109,244 2,050,220資産合計

負債合計 1,085,927 145,621

　整理資源に係る退職給付引当金

　国家公務員災害補償年金に係る引当金

特別会計繰戻未済金

187 30

23,859
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（３）　未収金の明細
（単位：百万円）

（４）　その他の債権等の明細
（単位：百万円）

（５）　固定資産の明細
（単位：百万円）

３　負債項目の明細
（１）　未払金の明細

（単位：百万円）

（２）　その他の債務等の明細
（単位：百万円）

　　船舶 - - -

特定国有財産整備特別会計への未渡不動産 特定国有財産整備特別会計

合　　　計

財務省一般会計を経由する未渡不動産

（無形固定資産）

　電話加入権

　行政財産
　　地上権等

　物品 18,208 5,212

小　　計 1,718,210 97,941 △ 207,762

42,330

3,842

4,776

繰戻未済金

170

282

-

- - 44,257

本年度末残高
1,098

-

19,685

0

218

本年度末残高

8,680

財務省 1,998

0 0

8 6 -

1,560,323

41,683

- 0

1,768 - 13,020

6,059

- 0

6,681

本年度末残高
-

43,451 △ 207,762

産業投資特別会計社会資本整備勘定

0

　　工作物 10 82 85

915,4177,317

12,448 153 204

598 674

△ 212,625

144

1,129,300

-

19,403

-

27

1

-

80 -

-

- 922

7,820 6,322 1,768

920

- 12,098276

本年度末残高
個　　人 738

個　　人 587

個　　人 28

76返納金債権 個　　人

利息債権
費用弁償金債権

相　手　先内　　　容

区　　分 前年度末残高 本年度減少額

合　　　計

本年度増加額

債 権 の 種 類
前渡不動産

損害賠償金債権
製品売払代債権
刑務作業費債権 個　　人

個　　人 1

債　権　の　内　容　等
特定国有財産整備特別会計への前渡不動産

119

1,552

1,472,8951,680,795 49,800 37,839 △ 207,61712,243

本年度末残高

1

評価差額（本年度発生分）本年度減価償却額

相　　手　　先
特定国有財産整備特別会計

（有形固定資産）

2,757

△ 6,680 386,791

△ 47

12,280

14

2,697 20,505

11,720 167,7092,145 17,307

219

△ 144

△ 144

- 17,868

12,252

0

-

1,547,302

19

0

7

-

　　立木竹 0 0 0

　　建物 0

1,708

19,527

234 - 2

43 361 383

12,502

財務省

　ソフトウエア

合　　計

8,740

1,726,950

6,330

104,272

小　　計

-

392,606 24,068

2,740

合　　　計

未払供託金利子
公務災害補償費 個　　人 47

相　手　先

　　土地
　　立木竹
　　建物

　行政財産

児童手当

個　　人

内　　　容
個　　人

延滞金債権 個　　人

債 務 の 種 類

　　工作物
　　船舶

未払消費税

155,913

　普通財産
　　土地

相　　手　　先

　建設仮勘定 6,703
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第２　業務費用計算書の内容に関する明細
１　会計別の業務費用の明細

（単位：百万円）

人件費

外国人登録業務費
検察業務費
矯正施設収容等業務費
補導援護業務費
出入国管理等業務費

補助金等
委託費
登記特別会計への繰入
一般会計への繰入
庁費等
その他の経費
減価償却費
供託金利子
支払利息

資産処分損益
本年度業務費用合計

２　補助金等の明細
（単位：百万円）

３　委託費の明細
（単位：百万円）

- 4 -

631,736 168,839

法律扶助事業費補助金
金　　額

名　　　称

合　　　計

4,811 - -

221

54

71,156 - △ 71,156 -

4,811

2,632

9,870

5,299

更生保護委託費

人権啓発活動等補助金

政府開発援助出入国管理指導事業費補助金

人権啓発活動等委託費
外国人登録事務委託費

△ 71,156 729,419

名　　　称

相　手　先 金　　額 支出目的

合　　　計 9,976

4

- -

- 54

- 11,025

3

43,451

4,492

9,976

7,158

- - 224

6,784 -

- -

3

9,870 - -

相　手　先

-

36,667

9,976

- -

-

民事法律扶助事業者

更生保護法人

国際研修協力機構

1,021

53 1

10,955 70

更生保護施設整備費補助金

貸倒損失

- - 4,664

52,497 - - 52,497

相殺消去 合算合計

239 - - 239

- 395,706

23,273 5,162

325,977 69,728

一般会計 登記特別会計

- 28,435

73,284 - 104,343

- - 5,299

- -

36,239 12,778 - 49,018

賞与引当金繰入額
退職給付引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

6,137

224

-

31,059

4,664

暴力主義的団体等調査業務費 2,632

市町村等
更生保護法人

経済調査等委託費 民間団体

4,559

3,153

支出目的

政府開発援助に係る研修生の入国・在
留手続の指導等

貧困者の訴訟援助
施設改善費

人権啓発活動事業等

人権啓発活動事業等

外国人登録事務執行
補導，食事付宿泊，宿泊等

44

2,252

4,811

人権教育啓発推進センター

都道府県等

11
諸外国における刑務所ＰＦＩ事業に関す
る法整備の状況及び施設運営の状況
に関する調査

－17－



第３　資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細
１　会計別の資産・負債差額の増減の明細

（単位：百万円）

前年度末資産・負債差額

本年度業務費用合計

財源
　主管の財源
　配賦財源
　自己収入
　　登記印紙収入

　　その他の財源
　他会計からの受入

一般会計からの受入

無償所管換等
財産の無償所管換等（受）
財産の無償所管換等（渡）
実測と帳簿の差額
誤びゅう訂正等

資産評価差額

その他資産・負債差額の増減

本年度末資産・負債差額

２　財源（主管の財源）の明細
（単位：百万円）

995,651 △ 44,336

　　許可及手数料 0

- 951,315

一般会計 登記特別会計 相殺消去 合算合計

△ 631,736 △ 168,839 71,156 △ 729,419

672,275 175,489 △ 71,156 776,607

108,649 - - 108,649

1,262

部　・　款　・　項

　　矯正官署作業収入 6,106

734

0

107,915

98,094

　　弁償及返納金

金　　額

　　利子収入

雑収入
　国有財産利用収入 734

　　国有財産貸付収入

563,625 - - 563,625

- 104,332 - 104,332

- 91,257 - 91,257

　　雑入 2,377

-

政府資産整理収入

　　懲罰及没収金

　国有財産処分収入
　　国有財産売払収入

　諸収入

- 499

　　登記情報提供等手数料収入

　　物品売払収入 73

12,575 - 12,575

0

108,649

△ 71,156 -

4 -

- 499

3,311

△ 36,377

29,958

△ 1,814 △ 213 - △ 2,027

204△ 4,725

6

△ 204

合　　　計 108,649

25,228 4,730

855,048

-

3,114

△ 4,725

-

-

818,671

4

△ 404 △ 15 - △ 420

△ 204

- 71,156

△ 204,555 △ 3,207 - △ 207,762
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３　財源（自己収入）の明細
（単位：百万円）

４　財産の無償所管換等の明細
（単位：百万円）

５　資産評価差額の明細
（単位：百万円）

合　　　計 △ 2,027

△ 1,822 誤びゅう訂正及び報告洩れによる減少額

誤びゅう訂正等 1,402 誤びゅう訂正及び報告洩れによる増加額

△ 17 実測による国有財産台帳価格の減少額

実測と帳簿の差額 22 実測による国有財産台帳価格の増加額

特定国有財産整備特別会計 △ 1,348 法務局出張所庁舎敷地の特定国有財産整備特会への所管換等

厚生労働省 △ 1,371 地方合同庁舎敷地等の厚生労働省への所管換等

農林水産省 △ 79 法務局宿舎敷地の農林水産省への所管換等

財務省 △ 1,584 法務局宿舎敷地の財務省への引継ぎ等

最高裁判所 △ 342 法務局支局宿舎敷地等の最高裁判所への所管換

財産の無償所管換等（渡） △ 4,725

特定国有財産整備特別会計 1,513 検察庁敷地の特定国有財産整備特会からの所管換等

農林水産省 11 法務局宿舎敷地の農林水産省からの所管換

国土交通省 1,072 官庁営繕費による法務総合庁舎改修工事等

最高裁判所 35 検察庁宿舎敷地の最高裁判所からの所管換等

財務省 99 公務員宿舎施設費による宿舎新築工事等

財務省 381 検察庁敷地等の財務省からの所管換

所管換等の理由 備考
財産の無償所管換等（受） 　 3,114

71,156

区　　　分 相　手　先 金　　額

雑収入
　雑収入 499

　　小切手支払未済金収入 0

　登記印紙収入

部　・　款　・　項 金　　額
登記手数料収入 103,833

　　登記印紙納付金収入 91,257

　登記情報提供等手数料収入
　　登記情報提供等手数料収入 12,575

18

　　不用物品売払代 0

　一般会計より受入
他会計より受入

　　一般会計より受入

　　建物及物件貸付料

　　預託金利子収入 1

　　雑入 479

合　　　計 175,489

区　　分 評価差額
　行政財産 △ 207,617

　　土地 △ 212,625

　　立木竹 △ 47

　　建物 △ 6,680

　　工作物 11,720

　　船舶 14

　普通財産 △ 144

　　土地 △ 144

　　立木竹 0

合　　計 △ 207,762

　　建物 0

　　工作物 0
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６　その他資産・負債差額の増減の明細
（単位：百万円）

その他 29,958

金　　額内　　　　　　　容
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第４　区分別収支計算書の内容に関する明細
１　会計別の区分別収支の明細

（単位：百万円）

財源
　主管の収納済歳入額
　配賦財源
　自己収入
　　登記印紙収入

その他の収入
　　一般会計からの受入
　前年度剰余金受入
財源合計

業務支出
　人件費
　外国人登録業務費
　検察業務費
　矯正施設収容等業務費
　補導援護業務費
　出入国管理等業務費

　補助金等
　委託費
　登記特別会計への繰入

　一般会計への繰入
　庁費等の支出
　その他の支出
　供託金利子

施設整備支出
　土地に係る支出
　建物等に係る支出
施設整備支出合計

業務支出合計

業務収支

財務収支
　利息の支払額
財務収支

本年度収支

翌年度歳入繰入

本年度末現金・預金残高

- - - -

△ 672,233 △ 170,078 71,156 △ 771,155

- △ 104,327

△ 224 - - △ 224

　暴力主義的団体等調査業務費

業務支出(施設整備支出を除く)合計

△ 31,043 △ 73,283

△ 71,156 -

△ 2,632 -

△ 601,892 △ 164,262

- △ 2,632

△ 9,870 - - △ 9,870

221

-

△ 4,664 - - △ 4,664

-

- 71,156 △ 71,156

221 -

460,025 27,059 - 487,084

460,025その他歳計外現金・預金本年度末残高 460,025 - -

- 27,059 - 27,059

- 27,059 - 27,059

71,156 △ 694,998

△ 6,035 △ 1,021 - △ 7,056

- △ 3 - △ 3

- - - -

△ 9,976 - - △ 9,976

△ 4,811 - - △ 4,811

△ 239 - - △ 239

△ 385,582 △ 89,953 - △ 475,536

71,156 -

△ 5,299 - - △ 5,299

- 21,925

△ 52,497 - - △ 52,497

672,233 197,137 △ 71,156 798,215

- - △ 17,856

- 12,575 - 12,575

- 21,925

合算合計一般会計 登記特別会計 相殺消去

563,625

108,608 - - 108,608

563,625

104,055

- 91,257 - 91,257

- 175,211 △ 71,156

- -

　　登記情報提供等手数料収入

- 21,925

△ 70,341

-

△ 5,816

△ 5,816

△ 3,386

△ 66,955

　産業投資特別会計社会資本整備勘定への繰入

- 21,925

△ 76,157

- △ 3,386

- △ 72,771

△ 17,856

-
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２　財源（主管の収納済歳入額）の明細
（単位：百万円）

３　財源（自己収入）の明細
（単位：百万円）

４　その他歳計外現金・預金の明細
（単位：百万円）

他会計より受入

　　弁償及返納金 1,221

　　矯正官署作業収入 6,106

　　物品売払収入 73

　　雑入 2,377

　一般会計より受入
　　一般会計より受入 71,156

本年度末残高 460,025

本年度受入 272,077

本年度払出 322,373

金　　額
前年度末残高 510,320

107,873

　　懲罰及没収金 98,094

　　国有財産貸付収入 734

　　利子収入 0

　　許可及手数料 0

　諸収入

雑収入 108,608

　国有財産利用収入 734

　国有財産処分収入
　　国有財産売払収入 0

部　・　款　・　項 金　　額
政府資産整理収入

　登記印紙収入

合　　　計 108,608

部　・　款　・　項 金　　額

　　不用物品売払代 0

合　　　計 175,211

　　小切手支払未済金収入 0

　　預託金利子収入 1

　　雑入 201

　　建物及物件貸付料 18

　雑収入 221

　　登記情報提供等手数料収入 12,575

雑収入

　　登記印紙納付金収入 91,257

　登記情報提供等手数料収入

登記手数料収入 103,833

－22－



第５　参考情報
○　公債関連情報

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等について
 は財務省に計上されております。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されている
 ことから、各省庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連
 情報として開示しております。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類上に負
 債計上するものではありません。

①　財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額(借換債
　 を除く。)及び当該年度の利払費は以下のとおりです。

・　会計年度末の公債残高  5,050,359億円
・　当該年度に発行した公債額    312,689億円
・　当該年度の利払費 　  66,800億円

②　財務省において計上されている①の計数を各省庁の一般会計の資産額並びに公債発行対象
　経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のと
　おりです。

・　会計年度末の公債残高のうち当省配分額   　50,850億円
・　当該年度に発行した公債額のうち当省配分額      3,111億円
・　当該年度の利払費のうち当省配分額  　 　 679億円

③　財務省において計上されている①の計数を各省庁の資産・負債差額並びに公債発行対象経
　費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとお
　りです。

・　会計年度末の公債残高のうち当省配分額 　  40,493億円
・　当該年度に発行した公債額のうち当省配分額 　   3,111億円
・　当該年度の利払費のうち当省配分額  　  　539億円
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法務省一般会計

平成１７年度省庁別財務書類

－24－



１　法務省の所掌する業務の概要

　法務省は、日常生活における基本的なルール（基本法制）を定めるとともに、そのルールがきちんと守られるような司法の基本的な仕組みや、検察・矯正・更生保護

という、犯罪を犯した人を処罰するとともにその社会復帰を援助するための制度、登記・公証のような権利の実現を助ける制度の運営に携わっている。

　また、人権が尊重されるよう努めたり、外国人の出入国が適切に行われるよう取りはからうことも、法務省の仕事である。

（参考）　法務省設置法第３条

法務省は、基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国民の権利擁護、国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国の公正

な管理を図ることを任務とする。

２　組織及び定員

法

務

大

臣

副

大

臣

大 臣 官 房 最 高 検 察 庁

秘書課
人事課
会計課
施設課
訟務部門
厚生管理官
司法法制部

高 等 検 察 庁 公安審査委員会
公安審査委員会（４人）

地方検察庁 公 安 調 査 庁 公安調査局

区検察庁
検察庁（１１，４８３人）

公安調査事務所－
2

公安調査庁研修所
大

臣

政

務

官

事

務

次

官

5 民 事 局 法 務 局 公安調査庁（１，４９８人）－

刑 務 所
地方法務局

刑 事 局 少年刑務所法務局（１，６４０人）

法務本省（７８２人）
拘 置 所(特別職を含む)

矯 正 管 区
矯 正 局

少 年 院更生保護官署（１，３９９人） 矯正官署（２１，５６６人）
(矯正研修所を含む)

保 護 局 地方更生保護委員会 少年鑑別所

司法試験委員会 保 護 観 察 所 婦人補導院
人 権 擁 護 局

地方入国管理官署（２，８４１人）
検察官適格審査会

保護司選考会 地方入国管理局中央更生保護審査会

入 国 管 理 局法制審議会 入国者収容所
検察官・公証人特別任用等審査会

法務総合研究所（８８人）
法務総合研究所

矯 正 研 修 所※　（　　）内の数字は、平成１７年度末における予算定員である。



３　法務省における会計間の財政資金の流れ、一般会計の歳入歳出決算の概要等

歳　　入 歳　　出

人件費
　【384,302百万円】

法
務
省
所
管
一
般
会
計

市町村に対する外国人登
録事務委託費等外国人登録事務処理経費 →

　【4,799百万円】

検察活動に要した経費
公務員宿舎，国有
土地・建物等を有
償使用させて得た
収入

検察事務処理経費 →
　【5,299百万円】

→ 国有財産利用収入
　【734百万円】 刑務所，少年院，少年鑑

別所における収容，作業
等に要した経費

矯正施設収容等経費 →

　【52,497百万円】

保護観察に付された者等
の補導援護等に要した経
費

補導援護経費 →
　【7,817百万円】

出入国審査・難民認定・在
留資格審査・退去強制等
に要した経費

出入国管理等経費 →
　【9,870百万円】

暴力主義的破壊活動を行
う団体等の調査に要した
経費罰金，科料，過料

及び刑務所作業収
入等

暴力主義的団体等調査経費 →
　【2,632百万円】

→ 諸収入
　【107,873百万円】 施設費

新営，改修等の工事請負
費等　【71,036百万円】 →

登記特別会計へ繰入
登記特別会計への繰入金　【71,156百万円】 →

その他 その他
　【0百万円】 　【62,820百万円】

歳入計　　108,608百万円 歳出計　　672,233百万円
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貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
(平成17年3月31日) (平成18年3月31日) (平成17年3月31日) (平成18年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞
現金・預金 510,320 460,025 未払金 178 187
たな卸資産 136 137 保管金等 510,320 460,025
未収金 496 493 賞与引当金 23,726 23,859
前払費用 39 36 退職給付引当金 602,660 593,174
その他の債権等 特別会計繰戻未済金 17,856 -
　　特定国有財産整備特別会計への前渡不動産 707 1,098 その他の債務等
貸倒引当金 △ 3 △ 16 　　特定国有財産整備特別会計への未渡不動産 7,666 8,680
有形固定資産 1,643,811 1,477,134
　国有財産 1,628,623 1,461,552
　　土地 1,137,919 924,961
　　立木竹 2,498 2,506
　　建物 346,083 341,738
　　工作物 136,015 148,223
　　船舶 234 219
　　建設仮勘定 5,871 43,902 負債合計 1,162,409 1,085,927
　物品 15,188 15,581 ＜資産・負債差額の部＞
無形固定資産 2,552 2,068

資産・負債差額 995,651 855,048

資産合計 2,158,061 1,940,976 負債及び資産・負債差額合計 2,158,061 1,940,976
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業　務　費　用　計　算　書

（単位：百万円）

　　前会計年度 　　本会計年度
　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

人件費 328,424 325,977
賞与引当金繰入額 23,363 23,273
退職給付引当金繰入額 33,703 36,239
外国人登録業務費 242 239
検察業務費 5,247 5,299
矯正施設収容等業務費 50,111 52,497
補導援護業務費 4,480 4,664
出入国管理等業務費 9,838 9,870
暴力主義的団体等調査業務費 2,570 2,632
補助金等 4,305 4,811
委託費 9,928 9,976
登記特別会計への繰入 71,194 71,156
庁費等 30,129 31,059
その他の経費 7,172 6,137
減価償却費 38,751 36,667
供託金利子 147 224
貸倒引当金繰入額 13 53
資産処分損益 8,169 10,955

　本年度業務費用合計 627,794 631,736
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資　産　・　負　債　差　額　増　減　計　算　書

（単位：百万円）
　　前会計年度 　　本会計年度

　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

Ⅰ　 前年度末資産・負債差額 1,000,442 995,651

Ⅱ 本年度業務費用合計 △ 627,794 △ 631,736

Ⅲ 財源 635,990 672,275
主管の財源 111,962 108,649
配賦財源 524,027 563,625

Ⅳ 無償所管換等 29,133 △ 1,814

Ⅴ 資産評価差額 － △ 204,555

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 △ 42,119 25,228

Ⅶ 本年度末資産・負債差額 995,651 855,048
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区　分　別　収　支　計　算　書

（単位：百万円）
　　前会計年度 　　本会計年度

　　自　平成16年４月１日 　　自　平成17年４月１日

　　至　平成17年３月31日 　　至　平成18年３月31日

業務収支
１ 財源

主管の収納済歳入額 111,932 108,608
配賦財源 524,027 563,625

財源合計 635,960 672,233

２ 業務支出
（１）　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 385,439 △ 385,582
外国人登録業務費 △ 242 △ 239
検察業務費 △ 5,247 △ 5,299
矯正施設収容等業務費 △ 50,111 △ 52,497
補導援護業務費 △ 4,480 △ 4,664
出入国管理等業務費 △ 9,838 △ 9,870
暴力主義的団体等調査業務費 △ 2,570 △ 2,632
補助金等 △ 4,305 △ 4,811
委託費 △ 9,928 △ 9,976
登記特別会計への繰入 △ 71,194 △ 71,156
産業投資特別会計社会資本整備勘定への繰入 △ 169 △ 17,856
庁費等の支出 △ 30,120 △ 31,043
その他の支出 △ 7,079 △ 6,035
供託金利子 △ 256 △ 224

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 580,984 △ 601,892

（２）　施設整備支出
土地に係る支出 △ 1,763 △ 3,386
建物等に係る支出 △ 53,211 △ 66,955

施設整備支出合計 △ 54,975 △ 70,341

業務支出合計 △ 635,960 △ 672,233

業務収支 － －

本年度収支 － －

翌年度歳入繰入 － －

　その他歳計外現金・預金本年度末残高 510,320 460,025

本年度末現金・預金残高 510,320 460,025
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注　記

第１　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　取得原価により計上している。

２　有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

ア　国有財産

　償却資産については、価格改定に適用される減価償却の方法である定率法によっ

ている。

イ　物品

　「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定め

る耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の10％とした定額法によっている。

（２）　無形固定資産

ソフトウエア

　当該ソフトウエアの取得に要した費用（５年間の開発費等の累計）を資産価格とした

定額法によっている。

３　引当金の計上基準及び算定方法

（１）　貸倒引当金

　貸倒引当金として計上している主な債権は、損害賠償金債権であり、債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、過去３年間の債権の不納欠損実績に基づいて回収不能見込額

を計上している。

（２）　賞与引当金

　賞与引当金としては、職員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当該年度に

帰属する額を下記の計算方法により計上している。

　期末手当　：　翌年度期末手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

　勤勉手当　：　翌年度勤勉手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

（３）　退職手当に係る退職給付引当金

　退職手当に係る退職給付引当金としては、職員の退職手当の支払に備えるため、勤

続年数別の職員数に各平均給与及び勤続年数に基づく支給率（自己都合退職の支給

率）を乗じて算出し計上している。

（４）　整理資源に係る退職給付引当金

　国家公務員共済年金のうち整理資源に係る引当金としては、将来給付見込額の割引

現在価値を計上している。

（５）　国家公務員災害補償年金に係る引当金

　遺族補償年金に係る引当金としては、遺族補償年金の支払に備えるため、支給率×平

均給与×割引率を乗じて算出し計上している。

４　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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第２　偶発債務等

　偶発債務（係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの）

　別紙のとおり　：　72,823百万円

第３　翌年度以降支出予定額

１　歳出予算の繰越　 ： 35,173百万円

２　国庫債務負担行為： 71,309百万円

第４　追加情報

１　出納整理期間

　予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設けられており、出納整理

期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている。

２　各財務書類における表示科目の説明

（１）　貸借対照表
　　ア　現金・預金

　　 供託金等の歳入歳出外の現金預金を計上している。
　　イ　たな卸資産

　 　重油等及び刑務作業品で払い出しが行われていないもの等を計上している。
　　ウ　未収金

　　 債権管理簿上管理されている利息債権、返納金債権及び損害賠償金債権等を計上
している。

　　エ　前払費用
　　 自賠責保険の前払保険料を計上している。

　　オ　その他の債権等
　　 特定国有財産整備特別会計への前渡不動産を計上している。

　　カ　貸倒引当金
　　 未収金債権に対して、過去３年間の実績に基づいて貸倒見積高を算定して計上して

いる。
キ　有形固定資産
　（ア）　国有財産

　　　土地及び立木竹の非償却資産については、国有財産台帳価格で計上している。
　　平成１７年度に国有財産価格改定を実施したため，建物、工作物及び船舶の償却
　　資産については、減価償却実施後，価格改定後の価格へ評価換を実施している。
　　減価償却は定率法により、国有財産台帳から当該減価償却費相当額を控除した
　　後の価額を計上している。

　（イ）　建設仮勘定
　　　建設中の固定資産に係る支出（人件費や旅費など国有財産台帳等に計上され
　　ないことが明らかな支出は除く。）を計上している。

　（ウ）　物品
　　　取得価格が50万円以上の価格管理されている重要物品を計上している。

　　ク　無形固定資産
　　 国有財産として管理されている地上権、電話加入権及びソフトウェアを計上している。

　　ケ　未払金
　　 児童手当の未払分、公務災害補償費の未払分及び供託金利子の未払分を計上して

いる。
　　コ　保管金等

　　 供託金として資産計上されている現金・預金の見合いの額を計上している。
　　サ　賞与引当金

　　 期末手当・勤勉手当について、会計年度末までの期間に対する部分を計上している。
　　シ　退職給付引当金

　　 退職手当に係る退職給付引当金、整理資源に係る引当金及び国家公務員災害補償
年金に係る引当金を計上している。
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　　ス　他会計繰戻未済金
　　 他会計からの繰入金で、繰入金に相当する金額を繰り戻すことが法令で規定されて

いるものに係る繰戻未済額を計上している。
セ　その他の債務等
　　 特定国有財産整備特別会計等への未渡不動産を計上している。

（２）　業務費用計算書
ア　人件費
　　 職員基本給、職員諸手当及び国家公務員共済組合負担金等を計上している。
イ　賞与引当金繰入額
　　 ６月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属する部分を

計上している。
ウ　退職給付引当金繰入額
　　 退職給付引当金の繰入額を計上している。

　　エ　外国人登録業務費
　 　外国人登録業務遂行に必要な経費を計上している。

　　オ　検察業務費
　　 各検察庁において直接検察活動を行うために要した経費を計上している。

　　カ　矯正施設収容等業務費
　　 刑務所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院に収容された者の衣食、医療、作業等
  に要した経費を計上している。

　　キ　補導援護業務費
　　 犯罪者予防更生法、執行猶予者保護観察法及び売春防止法に基づき、保護観察に
　 付された者等を更生させるため、直接指導監督し、加えて補導するとともに医療の援
　 助、宿泊所の供与及び帰住の援助等を行うために要した経費を計上している。

　　ク　出入国管理等業務費
　　 出入国管理及び難民認定法に基づき、出入国者の審査・難民の認定を行うとともに
　 在留外国人の在留資格審査、被退去強制者の護送、収容、送還等を行うために要し
　 た経費を計上している。

　　ケ　暴力主義的団体等調査業務費
　　 破壊活動防止法及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づき、
  暴力主義的破壊活動を行う団体等の調査に要した経費を計上している。

　　コ　補助金等
　　 補助費・委託費のうち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１
  項で規定する補助金等に該当するものの支出済歳出額を計上している。

　　サ　委託費
　　 補助費・委託費のうち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１
  項で規定する補助金等に該当しないものの支出済歳出額を計上している。

　　シ　登記特別会計への繰入
　　 登記特別会計への繰入金の支出済歳出額を計上している。

　　ス　庁費等
　　 物件費及び施設費のうち、資産計上されないものの支出済歳出額に発生主義による調

整をした額を計上している。
　　セ　その他の経費

　　 旅費及びその他の経費の支出済歳出額を計上している。
　　ソ　減価償却費

　 　有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。
　　タ　供託金利子

　 　供託金利子の支出済歳出額を計上している。
　　チ　貸倒引当金繰入額

　　 債権等の貸倒に伴う費用及び損失のうち当該年度において負担する額を過去３か年
　 分の貸倒実績率に基づいて計算して計上している。

　　ツ　資産処分損益
　　 物品、有形固定資産及び無形固定資産の売却、除却及び有償譲渡等の処分に伴い
　 生じた損益を計上している。
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（３）　資産・負債差額増減計算書
　　ア　前年度末資産・負債差額

　　 前年度の貸借対照表の資産・負債差額の額を計上している。
　　イ　本年度業務費用合計

　　 業務費用計算書の本年度業務費用合計の額を計上している。
　　ウ　財源

　（ア）　主管の財源
　　　法務省の一般会計の主管歳入の徴収決定済額のうち当該年度に調査決定を
　　行った額を計上している。

　（イ）　配賦財源
　　　法務省の一般会計の歳出の支出済歳出額と主管の歳入の収納済歳入額との
　　差額を計上している。

エ　無償所管換等
　　 省庁間又は会計間で行われた無償所管換（所属替）のほか、省庁間での負債の移

管、資産の交換により生じた差額、帳簿の誤びゅう訂正により生じた資産の増減、実
測により生じた従来の国有財産台帳等の価額との差額、計上漏れの把握により生じ
た差額等を計上している。

オ　資産評価差額
　　 国有財産台帳の台帳価格改定に伴う評価差額を計上している。
カ　その他資産・負債差額の増減
　　 資金の増減のうち歳入歳出外で増減するもの及び財務書類作成上生じた発生原因

が不明な差額等を計上している。
キ　本年度末資産・負債差額
　　 本年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。

（４）　区分別収支計算書
施設整備支出
　 　有形固定資産の計上に繋がる支出済歳出額を計上している。

３　その他財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報

（１）　金額の単位は100万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しない

　　ことがある。

　　　　100万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」

　　で表示している。

（２）　前年度においては、無形固定資産計上額を2,553百万円として処理していたが、計数

　　に誤びゅうがあることが判明したことから、計上額を2,552百万円に訂正している。

　　　なお、この変更により、無形固定資産が1百万円減少している。

－34－



（所管等）　法　務　省　【一般会計】 （単位：百万円）
事件番号 金額 概要（簡単な説明、今後の予定等） 他省庁名

前橋地裁平9年(ワ)第110号 166
脊椎カリエスに係る医療措置に過誤があるとして，損害賠償を請求したもの。
次回期日：平成１８年５月２４日

東京高裁平17年(ネ)第1165号 102
原告の息子が自殺したのは施設による投薬の変更が原因である等として損害賠償を請
求したもの。原審国側一部敗訴
次回期日：平成１８年４月１４日

名古屋地裁平16年(ワ)第3401号 233
革手錠の使用により死亡したなどとして損害賠償を請求したもの。
次回期日：平成１８年５月７日

仙台高裁昭63年（ネ）第537号 130 捜査・公訴提起等が違法であるとして損害賠償を請求するもの。

東京地裁平12年（ワ）第6569号 111 捜査・公訴提起等が違法であるとして損害賠償を請求するもの。 東京都

東京高裁平18年（ネ）第2482号 114 逮捕・勾留が違法であるとして損害賠償を請求するもの。 東京都

大阪地裁平16年（ワ）第9833号 45 公訴提起・公判遂行が違法であるとして損害賠償を請求するもの。

東京地裁平14年（ワ）第27907号 1,320 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平14年（ワ）第27908号 19,437 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平18年（ネ）第422号 140 元朝鮮人徴用工の遺族に対する慰謝料等 総務省等

京都地裁平15年（ワ）第2740号 2,970 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平15年（ワ）第4003号 759 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

広島地裁平15年（ワ）第1599号 1,683 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

徳島地裁平15年（ワ）第469号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平15年（ワ）第4004号 3,894 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

札幌地裁平15年（ワ）第2636号 2,640 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

高知地裁平15年（ワ）第435号 1,485 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

鹿児島地裁平15年（ワ）第705号 693 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪高裁平17年（ネ）第2458号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平15年（ワ）第13832号 2,607 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平15年（ワ）第21768号 10,593 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平16年（ワ）第149号 528 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

神戸地裁平16年（ワ）第835号 1,881 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平16年（ワ）第4585号 957 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

広島地裁平16年（ワ）第632号 264 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

札幌地裁平16年（ワ）第1121号 165 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

神戸地裁平16年（ワ）第1485号 198 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

京都地裁平16年（ワ）第2047号 594 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平16年（ワ）第611号 198 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平16年（ワ）第1796号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

長野地裁平16年（ワ）第165号 1,815 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平16年（ワ）第3636号 1,056 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

岡山地裁平17年（ワ）第78号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

さいたま地裁平17年（ワ）第796号 429 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ）第628号 165 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

山形地裁平17年（ワ）第154号 1,122 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京地裁平16年（ワ）第20946号 4,158 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平17年（ワ）第1845号 891 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

大阪地裁平17年（ワ）第5884号 132 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

福岡地裁平17年（ワ）第1258号 1,452 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

名古屋地裁平17年（ワ)第1836号 1,287 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ)第843号 660 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

仙台地裁平17年（ワ)第1606号 693 帰国・定住施策等の不作為（中国残留邦人等）として損害賠償を請求したもの 総務省等

東京高裁平16年（行コ）第362号 80

第２次世界大戦中に朝鮮から強制労働・徴用され，当時の国策会社であった製鉄
所において労働に従事させられ，同製鉄所に対して艦砲射撃により死亡した者の
遺族らが，同会社が法務局に供託した未払賃金，遺族らに対する死亡弔慰金・遺
族扶助料等について，供託金の還付請求を供託官にしたところ，却下されたた
め，当該却下処分は違法であるとして，被告国に対し，損害賠償を求めているも
の。第一審勝訴。第二審勝訴（上告）。

東京高裁平17年（ネ）第422号 140

第２次世界大戦中に朝鮮から強制労働・徴用され，当時の国策会社であった製鉄
所において労働に従事させられ，その後供託された未払賃金を当該労働者の承継
人とする者らが，供託金の還付請求を供託官にしたところ，却下されたため，当
該却下処分は違法であり，精神的損害を被ったなどとして，被告国に対し，損害
賠償を求めているもの。第一審勝訴。

その他２４２件 2,458
合計 72,823

偶発債務（係争中の訴訟等）集計表（平成１７年度）

※　上記一覧表中、「地裁」は「地方裁判所」、「高裁」は「高等裁判所」、「最高裁」は「最高裁判所」、「昭」は「昭和」、「平」は「平成」の略である。
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附属明細書
第１　貸借対照表の内容に関する明細
１　資産項目の明細
（１）　現金・預金の明細

（単位：百万円）
種　　類 本年度末残高 説明

現金 1,342 供託金等
日本銀行預託金 458,683 供託金等

合　　計 460,025

（２）　たな卸資産の明細
（単位：百万円）

種　　類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 強制評価減 本年度末残高
重油等 62 1,945 1,927 - 80
刑務作業品 73 225 242 - 56
合　　計 136 2,171 2,170 - 137

（３）　未収金の明細
（単位：百万円）

内　　　容 相　手　先 本年度末残高
利息債権 個　　人 156
費用弁償金債権 個　　人 19
返納金債権 個　　人 76
損害賠償金債権 個　　人 187
製品売払代債権 個　　人 1
刑務作業費債権 個　　人 1
延滞金債権 個　　人 50

合　　　計 493

（４）　その他の債権等の明細
（単位：百万円）

債 権 の 種 類 相　　手　　先 本年度末残高 債　権　の　内　容　等
前渡不動産 特定国有財産整備特別会計 1,098 特定国有財産整備特別会計への前渡不動産
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（５）　固定資産の明細
（単位：百万円）

区　　分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度減価償却額 評価差額（本年度発生分） 本年度末残高

（有形固定資産）
　行政財産 1,610,248 43,657 10,955 33,171 △ 204,410 1,405,368
　　土地 1,125,471 6,059 7,163 - △ 211,658 912,708
　　立木竹 2,498 128 77 - △ 43 2,505
　　建物 346,040 20,520 1,964 18,185 △ 4,691 341,719
　　工作物 136,004 16,949 1,747 14,958 11,968 148,215
　　船舶 234 - 2 27 14 219
　普通財産 12,502 3 79 1 △ 144 12,280
　　土地 12,448 0 50 - △ 144 12,252
　　立木竹 0 0 0 - 0 0
　　建物 43 1 24 0 0 19
　　工作物 10 1 4 0 0 7
　　船舶 - - - - - -
　建設仮勘定 5,871 41,975 3,944 - - 43,902
　物品 15,188 4,392 888 3,111 - 15,581

小　　計 1,643,811 90,029 15,868 36,283 △ 204,555 1,477,134
（無形固定資産）
　国有財産
　　地上権等 0 - - - - 0
　電話加入権 572 8 6 - - 574
　ソフトウエア 1,979 173 276 383 - 1,493

小　　計 2,552 181 282 383 - 2,068
合　　計 1,646,364 90,211 16,150 36,667 △ 204,555 1,479,202

２　負債項目の明細
（１）　未払金の明細

（単位：百万円）
内　　　容 相　手　先 本年度末残高

児童手当 個　　人 141
公務災害補償費 個　　人 45
未払供託金利子 個　　人 -

合　　　計 187

（２）　その他の債務等の明細
（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相　　手　　先 本年度末残高
繰戻未済金 産業投資特別会計社会資本整備勘定 -
特定国有財産整備特別会計への未渡不動産 特定国有財産整備特別会計 6,681
財務省一般会計を経由する未渡不動産 財務省 1,998

合　　　計 8,680
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第２　業務費用計算書の内容に関する明細
１　組織別の業務費用の明細

（単位：百万円）
法務本省 法務総合研究所 検察庁 矯正官署 更生保護官署

人件費 32,751 813 87,655 153,487 9,876
賞与引当金繰入額 23,273 - - - -
退職給付引当金繰入額 36,239 - - - -
外国人登録業務費 239 - - - -
検察業務費 - - 5,299 - -
矯正施設収容等業務費 - - - 52,497 -
補導援護業務費 - - - - 4,664
出入国管理等業務費 - - - - -
暴力主義的団体等調査業務費 - - - - -
補助金等 4,811 - - - -
委託費 6,823 - - - 3,153
登記特別会計への繰入 71,156 - - - -
庁費等 7,729 1,098 7,942 7,677 929
その他の経費 2,756 415 672 856 169
減価償却費 33,724 - 379 2,027 45
供託金利子 - - - - -
貸倒引当金繰入額 53 - - - -
資産処分損益 10,955 - - - -
本年度業務費用合計 230,514 2,327 101,948 216,545 18,837

法務局 地方入国管理官署 公安審査委員会 公安調査庁 合計
人件費 12,781 17,050 37 11,525 325,977
賞与引当金繰入額 - - - - 23,273
退職給付引当金繰入額 - - - - 36,239
外国人登録業務費 - - - - 239
検察業務費 - - - - 5,299
矯正施設収容等業務費 - - - - 52,497
補導援護業務費 - - - - 4,664
出入国管理等業務費 - 9,870 - - 9,870
暴力主義的団体等調査業務費 - - - 2,632 2,632
補助金等 - - - - 4,811
委託費 - - - - 9,976
登記特別会計への繰入 - - - - 71,156
庁費等 2,819 2,228 10 624 31,059
その他の経費 1,078 99 19 70 6,137
減価償却費 140 275 - 74 36,667
供託金利子 224 - - - 224
貸倒引当金繰入額 - - - - 53
資産処分損益 - - - - 10,955
本年度業務費用合計 17,044 29,523 67 14,926 631,736
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２　補助金等の明細
（単位：百万円）

名　　　称 相　手　先 金　　額 支出目的
法律扶助事業費補助金 民事法律扶助事業者 4,492 貧困者の訴訟援助
更生保護施設整備費補助金 更生保護法人 221 施設改善費

政府開発援助出入国管理指導事業費補助金 国際研修協力機構 54
政府開発援助に係る
研修生の入国・在留
手続の指導等

人権啓発活動等補助金 人権教育啓発推進センター 44 人権啓発活動事業等
合　　　計 4,811

３　委託費の明細
（単位：百万円）

名　　　称 相　手　先 金　　額 支出目的
人権啓発活動等委託費 都道府県等 2,252 人権啓発活動事業等
外国人登録事務委託費 市町村等 4,559 外国人登録事務執行
更生保護委託費 更生保護法人 3,153 補導，食事付宿泊，宿泊等

経済調査等委託費 民間団体 11

諸外国における刑務所Ｐ
ＦＩ事業に関する法整備
の状況及び施設運営の状
況に関する調査

合　　　計 9,976
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法務省登記特別会計

第３　資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細
１　財源（主管の財源）の明細

（単位：百万円）
部　・　款　・　項 金　　額

政府資産整理収入
　国有財産処分収入
　　国有財産売払収入 0
雑収入 108,649
　国有財産利用収入 734
　　国有財産貸付収入 734
　　利子収入 0
　諸収入 107,915
　　許可及手数料 0
　　懲罰及没収金 98,094
　　弁償及返納金 1,262
　　矯正官署作業収入 6,106
　　物品売払収入 73
　　雑入 2,377

合　　　計 108,649

２　財産の無償所管換等の明細
（単位：百万円）

区　　　分 相　手　先 金　　額 所管換等の理由 備考
財産の無償所管換等（受） 　 3,311

財務省 374 検察庁敷地等の財務省からの所管換
財務省 99 公務員宿舎施設費による宿舎新築工事等
最高裁判所 35 検察庁宿舎敷地の最高裁判所からの所管換等
国土交通省 1,072 官庁営繕費による法務総合庁舎改修工事等
農林水産省 11 法務局宿舎敷地の農林水産省からの所管換

204 法務局出張所立木竹等の登記特別会計からの所管換等
特定国有財産整備特別会計 1,513 検察庁敷地の特定国有財産整備特会からの所管換等

財産の無償所管換等（渡） △ 4,725
最高裁判所 △ 342 法務局支局宿舎敷地等の最高裁判所への所管換
財務省 △ 1,584 法務局宿舎敷地の財務省への引継ぎ等
農林水産省 △ 79 法務局宿舎敷地の農林水産省への所管換等
厚生労働省 △ 1,371 地方合同庁舎敷地等の厚生労働省への所管換等

特定国有財産整備特別会計 △ 1,348 法務局出張所庁舎敷地の特定国有財産整備特会への所管換等
実測と帳簿の差額 22 実測による国有財産台帳価格の増加額

△ 17 実測による国有財産台帳価格の減少額
誤びゅう訂正等 1,315 誤びゅう訂正及び報告洩れによる増加額

△ 1,719 誤びゅう訂正及び報告洩れによる減少額
合　　　計 △ 1,814
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３　資産評価差額の明細
（単位：円）

区　　分 評価差額
　行政財産 △ 204,410
　　土地 △ 211,658
　　立木竹 △ 43
　　建物 △ 4,691
　　工作物 11,968
　　船舶 14
　普通財産 △ 144
　　土地 △ 144
　　立木竹 0
　　建物 0
　　工作物 0

合　　計 △ 204,555

４　その他資産・負債差額の増減の明細
（単位：百万円）

内　　　　　　　容 金　　額
その他 25,228
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第４　区分別収支計算書の内容に関する明細
１　財源（主管の収納済歳入額）の明細

（単位：百万円）
部　・　款　・　項 金　　額

政府資産整理収入
　国有財産処分収入
　　国有財産売払収入 0
雑収入 108,608
　国有財産利用収入 734
　　国有財産貸付収入 734
　　利子収入 0
　諸収入 107,873
　　許可及手数料 0
　　懲罰及没収金 98,094
　　弁償及返納金 1,221
　　矯正官署作業収入 6,106
　　物品売払収入 73
　　雑入 2,377

合　　　計 108,608

２　その他歳計外現金・預金の明細
（単位：百万円）

金　　額
前年度末残高 510,320
本年度受入 272,077
本年度払出 322,373
本年度末残高 460,025
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第５　参考情報
○　公債関連情報
一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等について

 は財務省に計上されております。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されている
 ことから、各省庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連
 情報として開示しております。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類上に負
 債計上するものではありません。

①　財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額(借換債
　 を除く。)及び当該年度の利払費は以下のとおりです。
・　会計年度末の公債残高  5,050,359億円
・　当該年度に発行した公債額    312,689億円
・　当該年度の利払費 　  66,800億円

②　財務省において計上されている①の計数を各省庁の一般会計の資産額並びに公債発行対象
　経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のと
　おりです。
・　会計年度末の公債残高のうち当省配分額   　50,850億円
・　当該年度に発行した公債額のうち当省配分額      3,111億円
・　当該年度の利払費のうち当省配分額  　 　 679億円

③　財務省において計上されている①の計数を各省庁の資産・負債差額並びに公債発行対象経
　費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとお
　りです。
・　会計年度末の公債残高のうち当省配分額 　  40,493億円
・　当該年度に発行した公債額のうち当省配分額 　   3,111億円
・　当該年度の利払費のうち当省配分額  　  　539億円
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登記特別会計
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　　　　法務省所管登記特別会計について

１　登記特別会計の設置目的
登記特別会計は、増加する登記事件に対する登記事務処理の憂慮すべき状況にかんがみ、早急に

　コンピュータの導入を図るなど登記事務処理体制の抜本的な改革を行い事務処理の円滑化と適正化
　を図る必要があるところ、これに要する経費は登記制度の利用者が負担する登記関係手数料で賄うこ
　ととし、登記関係手数料は登記関係事務に充てられることを明確にするために創設されたものである。

（参考）　登記特別会計法（昭和６０年６月７日法律第５４号）
（設置）
第１条　登記に関する事務その他の登記所に係る事務の遂行に資するとともに、その

経理を明確にするため、特別会計を設置し、一般会計と区分して経理する。

２　登記特別会計の特質
登記事務は、観念的には、一般財源で賄われる登記審査事務と、登記関係手数料で賄われる登記

　情報管理事務とに分かれるが、下図のとおり両事務は密接不可分の関係にあることから、登記特別会
　計では、一体として整理されている。

（概略図）

 登録免許税  手　数　料

（ 登 記 審 査 等 事 務 ） （ 登 記 情 報 管 理 事 務 ）

登記申請等事件 登記所 証明書交付等事件

最

終

審

査

受

付

審

査

登

記

記

入

受

付

認

証

作

成

受

付

登記簿

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

磁　気
ﾃﾞｨｽｸ

登記識別情報通知 証明書等交付

閲覧

謄抄本

閲

覧

登記申請等事件 登記所 謄抄本交付等事件

最

終

審

査

受

付

審

査

登

記

記

入

閲

覧

受

付

認

証

作

成

受

付

登記簿

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

磁　気
ﾃﾞｨｽｸ

登記済証交付 謄抄本等交付

閲覧

登記申請等事件 登記所 証明書交付等事件

最

終

審

査

受

付

審

査

登

記

記

入

受

付

認

証

作

成

受

付

登記簿

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

磁　気
ﾃﾞｨｽｸ

登記識別情報通知 証明書等交付

閲

覧
謄抄本
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３　登記特別会計が経理している業務概要
登記特別会計は、登記に関する事務その他の登記所に係る事務の適正かつ円滑な遂行に資する

　とともに、その経理を明確にするため、一般会計と区分して経理するものであり、主な業務としては、
　登記情報の管理及び公開に関する事務（登記情報管理事務）、登記情報の判断・形成に関する事務
　（登記等審査事務）等がある。

登記情報管理事務は、登記簿冊の管理、コンピュータシステムの管理・改善、謄抄本・閲覧等の事
　務であり、登記等審査事務は、登記申請の審査・調査、地図の作製・整備、表示登記、登録免許税
　徴収等の事務である。

４　他勘定、他会計、特殊法人等及び公益法人との間の業務等の関係及び資金の流れ
登記特別会計は、登記情報の管理及び公開に関する事務（登記情報管理事務）に要する経費につ

　いては謄抄本及び閲覧等の手数料によって賄い、登記情報の判断・形成に関する事務（登記審査等
　事務）に要する経費については一般会計からの繰入れによって賄うという基本に立っている（２の概
　略図参照）。
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５　歳入歳出決算の概要等

歳　　入 歳　　出

日本郵政公社から
の登記印紙に係る
受入金

人件費、登記情報
システム関係経費
等

→ 登記印紙収入 事務取扱費（注１） →
　【91,257百万円】

登
記
特
別
会
計

　【164,220百万円】

登記情報提供業務
を行う指定法人か
らの納付手数料等

→ 登記情報提供等手数料収入
　【12,575百万円】

新営、改修等の工
事請負費等

施設整備費 →

一般会計からの繰
入金

　【5,857百万円】

→ 一般会計より受入
　【71,156百万円】

国有建物の一部を
有償使用させて得
た収入等

国債整理基金特別
会計へ繰入れる一
時借入金の利子

→ 雑収入 国債整理基金特別会計 →
　【221百万円】 へ繰入

　【0百万円】

前年度剰余金受入
　【21,925百万円】

歳入計　　197,137百万円 ① 歳出計　　170,078百万円 ②

歳計剰余金（①－②）　 　 27,059百万円
（注２）

（注１）　事務取扱費は次の３経費に分類される。
　　　　　・　登記所等管理に必要な経費　　　　　登記所等の一般管理運営経費
　　　　　・　登記情報管理事務に必要な経費　　登記情報の管理に関する事務経費　
　　　　　・　登記の審査等事務に必要な経費　　登記の審査等及び登録免許税の納付の確認等に関する事務経費

（注２）　 　歳計剰余金（登記特別会計法第７条の繰越）のうち、
　　　　　翌年度への繰越額（財政法第１４条の３及び第４２条の繰越）は         730百万円
　　　　　であり、これを歳計剰余金から控除すると　　　　　　　　  　　　 　 　　26,328百万円
　　　　　である。
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登記特別会計

平成１７年度財務書類
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（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

（平成17年3月31日） （平成18年3月31日） （平成17年3月31日） （平成18年3月31日）

＜負債の部＞

　現金・預金 21,925 27,059 　未払金 31 30

　未収金 1,050 1,059 　賞与引当金 5,293 5,219

　前払費用 6 5 　退職給付引当金 142,580 140,372

0 △ 1

　有形固定資産 74,398 70,168

　　国有財産 71,378 67,881

　土地 3,829 2,708

　立木竹 242 252

　建物 46,566 45,072 　負債合計 147,905 145,621

　工作物 19,908 19,493 ＜資産・負債差額の部＞

　建設仮勘定 831 354 　資産・負債差額 △ 44,336 △ 36,377

　　物品 3,019 2,286

　無形固定資産 6,187 10,952

103,569 109,244 　負債及び資産・負債差額合計 103,569 109,244　資産合計

＜資産の部＞

貸   借   対   照   表

　貸倒引当金
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業　務　費　用　計　算　書

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自平成16年4月 1日 自平成17年4月 1日

至平成17年3月31日 至平成18年3月31日

人件費 74,640 69,728

賞与引当金繰入額 5,247 5,162

退職給付引当金繰入額 8,591 12,778

一般会計への繰入 3 3

庁費等 74,305 73,284

その他の経費 1,034 1,021

減価償却費 6,770 6,784

支払利息 0 -

貸倒引当金繰入額 0 1

貸倒損失 - 4

資産処分損益 1,782 70

　本年度業務費用合計 172,376 168,839
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資　産　・　負　債　差　額　増　減　計　算　書

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自　平成16年4月 1日 自　平成17年4月 1日

至　平成17年3月31日 至　平成18年3月31日

Ⅰ　 前年度末資産・負債差額 △ 47,334 △ 44,336

Ⅱ 本年度業務費用合計 △ 172,376 △ 168,839

Ⅲ 財源 172,184 175,489

1　自己収入 100,989 104,332

登記印紙収入 90,701 91,257

登記情報提供等手数料収入 9,690 12,575

その他の財源 597 499

２　他会計からの受入　

一般会計からの受入 71,194 71,156

Ⅳ 無償所管換等 3,190 △ 213

Ⅴ 資産評価差額 - △ 3,207

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 0 4,730

Ⅶ 本年度末資産・負債差額 △ 44,336 △ 36,377
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区　分　別　収　支　計　算　書

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成16年4月 1日 自　平成17年4月 1日
至　平成17年3月31日 至　平成18年3月31日

Ⅰ　業務収支
１ 財源

自己収入 172,184 175,211
前年度剰余金受入 18,360 21,925

財源合計 190,544 197,137

２ 業務支出
（１）　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 88,470 △ 89,953
一般会計への繰入 △ 3 △ 3
庁費等の支出 △ 74,305 △ 73,283
その他の支出 △ 1,034 △ 1,021

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 163,814 △ 164,262

（２）　施設整備支出
土地に係る支出 - -
建物等に係る支出 △ 4,803 △ 5,816

施設整備支出合計 △ 4,803 △ 5,816

業務支出合計 △ 168,617 △ 170,078

業務収支 21,926 27,059

Ⅱ　財務収支
利息の支払額 0 -

財務収支 0 -

本年度収支 21,925 27,059

翌年度歳入繰入 21,925 27,059

　その他歳計外現金・預金本年度末残高 － －

本年度末現金・預金残高 21,925 27,059
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注　記

第１　重要な会計方針

１　有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

ア　国有財産

　 償却資産については、価格改定に適用される減価償却の方法である定率法によっ

ている。

イ　物品

　 「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定め

る耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の10％とした定額法によっている。

（２）　無形固定資産

ソフトウエア

　 当該ソフトウエアの取得に要した費用（５年間の開発費等の累計）を資産価格とした

定額法によっている。

２　引当金の計上基準及び算定方法

（１）　貸倒引当金

　 貸倒引当金として計上している主な債権は、損害賠償金債権であり、債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、過去３年間の債権の不納欠損実績に基づいて回収不能見込額

を計上している。

（２）　賞与引当金

　 賞与引当金としては、職員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当該年度に

帰属する額を下記の計算方法により計上している。

　期末手当　：　翌年度期末手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

　勤勉手当　：　翌年度勤勉手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６

（３）　退職手当に係る退職給付引当金

 　退職手当に係る退職給付引当金としては、職員の退職手当の支払に備えるため、勤

続年数別の職員数に各平均給与及び勤続年数に基づく支給率（自己都合退職の支給

率）を乗じて算出し計上している。

（４）　整理資源に係る退職給付引当金

　 国家公務員共済年金のうち整理資源に係る引当金としては、将来給付見込額の割引

現在価値を計上している。

（５）　国家公務員災害補償年金に係る引当金

　 遺族補償年金に係る引当金としては、遺族補償年金の支払に備えるため、支給率×

平均給与×割引率を乗じて算出し計上している。

３　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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第２　偶発債務等

　偶発債務（係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの）

別紙のとおり　：　340百万円

第３　翌年度以降支出予定額

１　歳出予算の繰越　 ：     526百万円

２　国庫債務負担行為：   5,518百万円

第４　追加情報

１　出納整理期間

　 予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設けられており、出納整理

期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている。

２　各財務書類における表示科目の説明

（１）　貸借対照表
　　ア　現金・預金

　　 日銀預金を計上している。
　　イ　未収金

　　 債権管理簿上管理されている利息債権、返納金債権及び損害賠償金債権等を計上
　 している。

　　ウ　前払費用
　　 自賠責保険の前払保険料を計上している。

　　エ　貸倒引当金
　　 未収金債権に対して、過去３年間の実績に基づいて貸倒見積高を算定して計上して
　 いる。

　　オ　有形固定資産
　（ア）　国有財産

　　　土地及び立木竹の非償却資産については、国有財産台帳価格で計上している。
　　平成１７年度に国有財産価格改定を実施したため，建物、工作物及び船舶の償却
　　資産については、減価償却実施後，価格改定後の価格へ評価換を実施している。
　　減価償却は定率法により、国有財産台帳から当該減価償却費相当額を控除した
　　後の価額を計上している。

　（イ）　建設仮勘定
　　　建設中の固定資産に係る支出（人件費や旅費など国有財産台帳等に計上されな
　 いことが明らかな支出は除く。）を計上している。

　（ウ）　物品
　　　取得価格が５０万円以上の価格管理されている重要物品を計上している。

　　カ　無形固定資産
　　 電話加入権及びソフトウェアを計上している。

　　キ　未払金
　　 児童手当の未払分、消費税の未払分及び公務災害補償費の未払分を計上している。

　　ク　賞与引当金
　　 期末手当・勤勉手当について、会計年度末までの期間に対する部分を計上している。

　　ケ　退職給付引当金
　　 退職手当に係る退職給付引当金、整理資源に係る引当金及び国家公務員災害補償
　年金に係る引当金を計上している。

（２）　業務費用計算書
ア　人件費
　　 職員基本給、職員諸手当及び国家公務員共済組合負担金等を計上している。
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イ　賞与引当金繰入額
　　 ６月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属する部分を計
　上している。
ウ　退職給付引当金繰入額
　　 退職給付引当金の繰入額を計上している。
エ　一般会計への繰入
　　 「退職職員に支給する退職手当支給の財源に充てるための特別会計からする一般会
　計への繰入に関する法律」の規定に基づく一般会計への繰入金の支出済歳出額を計上
　している。
オ　庁費等
　 　物件費及び施設費のうち資産計上されないものの支出済歳出額に発生主義による調
　整をした額を計上している。
カ　その他の経費
　 　旅費及びその他の経費の支出済歳出額を計上している。

　　キ　減価償却費
　 　有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

　　ク　支払利息
　　 借入金の資金調達に関して発生した利息を計上している。

　　ケ　貸倒引当金繰入額
　　 債権等の貸倒に伴う費用及び損失のうち当該年度において負担する額を過去３か年
　分の貸倒実績率に基づいて計算して計上している。

　　コ　資産処分損益
　　 物品、有形固定資産及び無形固定資産の売却、除却及び有償譲渡等の処分に伴い
　生じた損益を計上している。

（３）　資産・負債差額増減計算書
　　ア　前年度末資産・負債差額

　 　前年度の貸借対照表の資産・負債差額の額を計上している。
　　イ　本年度業務費用合計

　 　業務費用計算書の本年度業務費用合計の額を計上している。
　　ウ　財源

　（ア）　自己収入
　　　特別会計の歳入の徴収決定済額から、前年度剰余金受入等の特別会計の資
　  産・負債差額の増減を生じさせないものを除いた額を計上している。
　　　その内容は、日本郵政公社からの登記印紙に係る納付金、電気通信回線によ
　  る登記情報の提供等に係る手数料収入及び財政融資資金預託金に係る利子収
　  入である。

　（イ）　他会計からの受入
　　　一般会計からの受入を計上している。

　　エ　無償所管換等
　 　省庁間又は会計間で行われた無償所管換（所属替）のほか、省庁間での負債の移
　管、資産の交換により生じた差額、帳簿の誤びゅう訂正により生じた資産の増減、実測
　により生じた従来の国有財産台帳等の価額との差額、計上漏れの把握により生じた差
　額等を計上している。
オ　資産評価差額
　　 国有財産台帳の台帳価格改定に伴う評価差額を計上している。

　　カ　その他資産・負債差額の増減
　 　資金の増減のうち歳入歳出外で増減するもの及び財務書類作成上生じた発生原因
　が不明な差額等を計上している。

　　キ　本年度末資産・負債差額
　 　本年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。

（４）　区分別収支計算書
施設整備支出
　　 有形固定資産の計上に繋がる支出済歳出額を計上している。
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３　その他財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報

　金額の単位は100万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しないこと

がある。

　100万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表

示している。
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（所管等）　法　務　省　【特別会計】 （単位：百万円）
事件番号 金額 概要（簡単な説明、今後の予定等） 他省庁名

大津地方裁判所
平成１５年（ワ）第５５１号

50

原告は，被告Ｙから土地を買い受け，訴外Ａに転売したが，当該土
地は虚偽の地積更正登記が行なわれた土地であったため，訴外Ａ
から一部他人物売買の売主として瑕疵担保責任を追及されるに
至ったとして，国に対し，地積更正登記をするに当たり実地調査等
の義務を怠った登記官の過失があるとして，瑕疵担保責任の追及
を受けることによって生じる損害の賠償を求めるもの。

東京地方裁判所
平成１７年（ワ）第１６２１８号

146

原告は，静岡地方法務局管内の各支局・出張所の受付窓口にお
いて「土地宝典」地図が備えられ，第三者が自由に複写できる現状
は，原告らの「土地宝典」地図の著作権を侵害しているとして，著
作権侵害の排除と過去の著作権の侵害による損害賠償を求めた
もの。

神戸地方裁判所龍野支部
平成１６年（ワ）第２０号

65

原告は，本件土地建物（以下「本件不動産」という。）を相被告Ａか
ら買い受け，所有権移転の登記を受けたが，実は，相被告が本件
土地等の真正な所有者である訴外Ａ’の商号と類似であることを奇
貨として相被告名義に名義人表示変更の登記をした後，原告に売
り渡したものであることが判明し，訴外Ａ’から所有権移転登記の
抹消を求める訴訟（以下「別訴」という。）を提起され，本件不動産
の所有権を喪失した。そこで，国に対して，容易に本件不動産が相
被告会社の所有でないことを知り得たにもかかわらず，登記官の
違法行為によって，実体上権利を伴わない無効な登記を生じさせ
たため，これを信じて無権利の登記名義人と取引を行い，所有権
を取得できないのに代金を支払うことになったとして，売買代金等
の賠償を求めるもの。

東京地方裁判所
平成１７年（ワ）第４３３号

43

原告らは，本件各土地を買い戻した上で原告らに売り渡すことを求
めるとともに，それに伴って生じた損害等の賠償を請求し（行政庁：
農水省関係），山林であるにもかかわらず，地目を畑として登記し
た甲府地方法務局長らを公務員法違反により処罰することを求め
るもの。

農林水産省

福岡地方裁判所
平成１７年（ワ）第３２３１号

6

本件不動産について，遺言書を添付し相続を原因とする所有権の
移転の登記の申請がされたところ，当該遺言書は日付の記載がな
く無効なものであり，却下すべきであったにもかかわらず，登記官
がこれを見過して登記を実行したとして，それによって被った損害
の賠償を求めるもの。

大阪高等裁判所
平成１８年（ネ受）第３５８号

19

原告らは，本件土地に関して，現地において土地区画が３重に重
なり錯綜している状態であったため（本件に先立つ別訴において明
らかになった。）に様々な損害を被ったとして，その原因を作出した
国（不実の表示登記の受理，間違った現況調査に基づく不動産競
売）や不実の表示登記申請に関わった土地家屋調査士に対し，原
告らが被った損害の賠償を求めたもの。

大阪高等裁判所
平成１８年（ネ）第１０４５号

2

原告は，昭和５８年ころ，大阪法務局尾崎出張所において登記所
備え付けの公図に基づき，原告所有の土地と隣接土地との間に里
道は存在しない旨の説明を受けたにもかかわらず，平成１３年ころ
に，上記両土地の間が里道（赤線）として公図に表示されたことに
より，原告は当該里道の払下げを受けることになったので，この払
下げ等に要した費用は，登記官の過失により生じたものであるとし
て，国に対して損害賠償請求を求めるとともに，原告所有の土地と
隣接土地との間には里道が存在するとして，公図の訂正を求める
もの。

福岡高等裁判所
平成１８年（行コ）第１５号

1

土地家屋調査士である原告は，本件土地の所有者らから依頼を受
けた境界確認作業等について，隣接地所有者等との協議が整った
ことから地図の訂正の申出，地積の更正等の代理申請を行ったと
ころ，いずれも受理された。しかし，その後，原告の示した境界に異
議のある隣接土地の所有者が，別の土地家屋調査士に同様の事
件を依頼し，当該土地家屋調査士が代理申請した地図の訂正の
申出及び地積の更正の登記等が受理されたことから，地図及び地
積測量図上の里道の位置が，当初原告が代理申請した際の位置
と異なる結果となったことを不服とし，国に対し，地図等の訂正を求
めるとともに，名誉を毀損されたとして慰謝料相当額の損害金を請
求するもの。

東京高等裁判所
平成１８年（ネ）第２０４１号

2

（請求の趣旨等明らかでないが）原告は，昭和３５年１月１８日付け
売買により本件土地の所有権の登記名義を喪失しているが，当該
登記は違法であり，無効であるとして，原告名義の登記簿を新規
に作成した上で備え付けを求めるとともに，その損害賠償を求める
もの。

那覇地方裁判所
平成１７年（ワ）第１１９１号

6

所有権移転登記の抹消を求める本件訴訟において告知人が敗訴
すれば，当該登記の申請を受理した登記官（国）に対して，告知人
が被った損害について損害賠償請求の訴を提起することができる
として，告知人が国に対して本件訴訟告知を行い，国が補助参加
人として参加したもの。

合計 340

偶発債務（係争中の訴訟等）集計表（平成１７年度）
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附属明細書
第１　貸借対照表の内容に関する明細

１　資産項目の明細
（１）　現金・預金の明細

（単位：百万円）
種　　類 本年度末残高 説明

日本銀行預託金 27,059 剰余金
合　　計 27,059

（２）　未収金の明細
（単位：百万円）

内　　　容 相　手　先 本年度末残高
費用弁償金債権 個　　人 9
返納金債権 個　　人 0
延滞金債権 個　　人 68
損害賠償金債権 個　　人 400
利息債権 個　　人 581

合　　　計 1,059

（３）　固定資産の明細
（単位：百万円）

区　　分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度減価償却額 評価差額（本年度発生分） 本年度末残高

（有形固定資産）
　行政財産 70,547 6,142 1,287 4,668 △ 3,207 67,526
　　土地 3,829 0 153 - △ 966 2,708
　　立木竹 242 15 2 - △ 3 252
　　建物 46,566 3,548 733 2,319 △ 1,989 45,072
　　工作物 19,908 2,578 398 2,348 △ 247 19,493
　普通財産 - 594 594 - - -
　　土地 - 153 153 - - -
　　立木竹 - 0 0 - - -
　　建物 - 359 359 - - -
　　工作物 - 80 80 - - -
　建設仮勘定 831 354 831 - - 354
　物品 3,019 819 820 731 - 2,286

小　　計 74,398 7,911 3,534 5,399 △ 3,207 70,168
（無形固定資産）
　電話加入権 347 - - - - 347
　ソフトウエア 5,840 6,149 - 1,385 - 10,604

小　　計 6,187 6,149 - 1,385 - 10,952
合　　計 80,586 14,061 3,534 6,784 △ 3,207 81,120

２　負債項目の明細
（１）　未払金の明細

（単位：百万円）

内　　　容 相　手　先 本年度末残高
児童手当 個　　 人 28
公務災害補償費 個　　 人 1
消費税 財 務 省 0

合　　　計 30
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第２　資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細
１　財源（その他の財源）の明細

（単位：百万円）

部　・　款　・　項 金　　額
雑収入
　雑収入 499
　　建物及物件貸付料 18
　　不用物品売払代 0
　　小切手支払未済金収入 0
　　預託金利子収入 1
　　雑入 479

合　　　計 499

２　財産の無償所管換等の明細
（単位：百万円）

区　　　分 相　手　先 金　　額 所管換等の理由 備考
財産の無償所管換等（受） 財務省 6 横浜地方法務局青葉出張所工作物の所管換

財産の無償所管換等（渡） 法務省 △ 204 さいたま地方法務局深谷出張所立木竹等の所属替

誤びゅう訂正等 86 誤びゅう訂正及び報告洩れによる増加額

△ 102 誤びゅう訂正及び報告洩れによる減少額

合　　　計 △ 213

３　資産評価差額の明細
（単位：百万円）

区　　分 評価差額
　行政財産 △ 3,207

　　土地 △ 966

　　立木竹 △ 3

　　建物 △ 1,989

　　工作物 △ 247

合　　計 △ 3,207

３　その他資産・負債差額の増減の明細
（単位：百万円）

内　　　　　　　容 金　　額
その他 4,730
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第３　区分別収支計算書の内容に関する明細
　財源（自己収入）の明細

（単位：百万円）

部　・　款　・　項 金　　額
登記手数料収入 103,833
　登記印紙収入
　　登記印紙納付金収入 91,257
　登記情報提供等手数料収入
　　登記情報提供等手数料収入 12,575
他会計より受入
　一般会計より受入
　　一般会計より受入 71,156
雑収入
　雑収入 221
　　建物及物件貸付料 18
　　不用物品売払代 0
　　小切手支払未済金収入 0
　　預託金利子収入 1
　　雑入 201

合　　　計 175,211
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